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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第９期

第１四半期
連結累計期間

第10期
第１四半期
連結累計期間

第９期

会計期間
自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日

自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日

自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日

売上高 (千円) 339,549 305,301 1,196,758

経常利益又は経常損失(△） (千円) 99,249 △42,982 144,782

親会社株主に帰属する四半期(当
期)純利益又は親会社株主に帰属す
る四半期純損失（△）

(千円) 58,110 △34,460 79,531

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 60,065 △41,525 74,172

純資産額 (千円) 1,337,069 1,479,728 1,520,259

総資産額 (千円) 1,596,944 1,845,289 1,723,049

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は１株当たり四半期純損失（△）

(円) 37.27 △18.51 45.71

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 31.95 - 40.66

自己資本比率 (％) 83.7 79.6 87.5
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 第10期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

するものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

　また、関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

（１）業績の状況

①　売上高の分析

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、金融市場の不安定な状況が続き、急激な円高、中国や新興国

経済の減速が懸念され、先行きに対する不透明感が強くなりました。

　当社と関連の深いPC関連業界では、国内のPC出荷台数の減少傾向は継続することが見込まれておりますが、その

減少幅は前年度に比べて縮小することが見込まれております。

　このような状況において、①北米での売上は底堅く推移し、②前期に新規連結した子会社２社の売上27,610千円

が加わる一方、③前期のスポット的なライセンス収入が剥落した影響等で、売上高は305,301千円（前年同四半期比

10.1%減）となりました。

　売上形態別では、ライセンス・ロイヤリティ収入が252,266千円（前年同四半期比18.8%減）、保守サービス・サ

ポート収入が8,405千円（前年同四半期比59.0%減）、受託開発収入が44,629千円（前年同四半期比431.8%増）でし

た。

②　販売費及び一般管理費、営業利益の分析

当第１四半期連結累計期間における販売費及び一般管理費は117,444千円（前年同四半期比22.0%増）、営業利益

は43,156千円（前年同四半期比59.4%減）となりました。販売費及び一般管理費は、研究開発費の増加10,613千円、

前期に新規連結した子会社２社での費用9,202千円およびのれんの償却費3,546千円が新たに発生する一方、経費節

減に努め、その増加額は抑えられましたが、売上高の減少とも相まって、営業利益は減少しました。

③　営業外損益、経常利益の分析

当第１四半期連結累計期間における営業外収益は606千円（前年同四半期比87.0%減）、営業外費用は86,745千円

（前年同四半期比643.3%増）、経常損失は△42,982千円（前年同四半期経常利益99,249千円）となりました。当社

は、米ドル建ての支払いに充当する目的で外貨預金を一定程度保有しており、円高が急激に進んだ当第１四半期連

結累計期間では、外貨保有量の調整などの方策を検討・実施しましたが、保有する外貨預金から為替差損が86,707

千円発生し、経常損失となりました。

④　親会社株主に帰属する四半期純利益の分析

当第１四半期連結累計期間における親会社株主に帰属する四半期純損失は△34,460千円（前年同四半期親会社株

主に帰属する四半期純利益58,110千円）となりました。

 
（２）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における資産・負債及び純資産の状況とそれらの要因は次のとおりです。

①　流動資産

当第１四半期連結会計期間末の流動資産は、1,667,110千円であり、前連結会計年度末と比べ139,370千円増加し

ました。これは主に現金及び預金の増加97,505千円、第２四半期以降の売上に対応する仕掛品在庫が増加したこと

によるたな卸資産の増加15,224千円などによるものであります。

②　固定資産

当第１四半期連結会計期間末の固定資産は、178,179千円であり、前連結会計年度末と比べ17,130千円減少しまし

た。これは、主にソフトウエアが9,129千円減少したためであります。
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③　流動負債

当第１四半期連結会計期間末の流動負債は、343,724千円であり、前連結会計年度末と比べ160,975千円増加しま

した。これは、現在の低金利の状況を活かし、資金需要に際しての資金調達手段の多様化を図るため、取引金融機

関３行より合計で90,000千円の新規借入を実施したことによります。

④　固定負債

当第１四半期連結会計期間末の固定負債は、21,836千円であり、前連結会計年度末と比べ1,795千円増加しまし

た。これは、主に繰延税金負債が2,425千円増加したことによります。

⑤　純資産

当第１四半期連結会計期間末における純資産の合計は1,479,728千円であり、前連結会計年度末と比べ40,530千円

減少しました。これは主に当第１四半期連結累計期間における親会社株主に帰属する四半期純損失△34,460千円に

よるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について特に重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は22,303千円であります。

主な内容は、AllJoyn
®
（※１）仕様のAll Play対応のAll Play Video Streaming SDKの開発、SeeQVault

®
（※

２）関連製品の開発、DTCP-IP/DTCP+（※３）関連製品の研究開発であり、DTCP-IP/DTCP+関連製品として、sMedio

DTCP IP Moveを発売しております。

※１：AllJoyn
®
は、米国・Qualcomm社が開発したIoT向け機器連携の技術規格のこと。

※２：SeeQVault®は、様々な対応機器での再生互換性と強固なセキュリティを同時に実現するコンテンツ保護技

術のこと。

※３：DTCP-IP/DTCP+は、著作権保護技術（DRM)により保護されたコンテンツをネットワーク内およびリモートア

クセスにより伝送するための技術規格のこと。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,000,000

計 6,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年５月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,862,568 1,862,568
東京証券取引所

マザーズ
単元株式数は100株であり
ます。

計 1,862,568 1,862,568 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本剰余金
増減額
(千円)

資本剰余金
残高
(千円)

平成28年１月１日～　
３月31日 (注）

1,700 1,862,568 497 482,887 497 531,369
 

(注)　新株予約権の行使による増加であります。

 
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　1,859,900 18,599 ―

単元未満株式 普通株式　　   968 ― ―

発行済株式総数 1,860,868 ― ―

総株主の議決権 ― 18,599 ―
 

（注）当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから直前の基準日（平成27年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 
② 【自己株式等】

    平成28年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社　sMedio

東京都港区三田三丁目13
番16号

― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１. 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年1月1日から平成28

年3月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年1月1日から平成28年3月31日まで)に係る四半期連結財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年3月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,340,084 1,437,590

  売掛金 48,356 70,893

  たな卸資産 36,311 51,535

  その他 103,133 107,236

  貸倒引当金 △146 △146

  流動資産合計 1,527,739 1,667,110

 固定資産   

  有形固定資産 20,393 19,948

  無形固定資産   

   のれん 63,842 60,295

   その他 89,136 79,932

   無形固定資産合計 152,979 140,227

  投資その他の資産 21,937 18,003

  固定資産合計 195,309 178,179

 資産合計 1,723,049 1,845,289
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年3月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 41,015 52,812

  短期借入金 - 90,000

  1年内返済予定の長期借入金 2,076 2,076

  未払法人税等 5,243 10,081

  前受収益 89,967 59,771

  賞与引当金 - 1,884

  その他 44,446 127,097

  流動負債合計 182,748 343,724

 固定負債   

  長期借入金 5,190 4,671

  資産除去債務 9,552 9,441

  繰延税金負債 5,299 7,724

  固定負債合計 20,041 21,836

 負債合計 202,790 365,561

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 482,389 482,887

  資本剰余金 530,871 531,369

  利益剰余金 475,286 440,826

  自己株式 △112 △112

  株主資本合計 1,488,435 1,454,970

 その他の包括利益累計額   

  繰延ヘッジ損益 △88 -

  為替換算調整勘定 20,176 14,784

  その他の包括利益累計額合計 20,087 14,784

 非支配株主持分 11,736 9,973

 純資産合計 1,520,259 1,479,728

負債純資産合計 1,723,049 1,845,289
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年 1月 1日
　至 平成27年 3月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年 1月 1日
　至 平成28年 3月31日)

売上高 339,549 305,301

売上原価 137,049 144,700

売上総利益 202,500 160,600

販売費及び一般管理費 96,242 117,444

営業利益 106,257 43,156

営業外収益   

 受取利息 163 579

 為替差益 4,499 -

 その他 - 26

 営業外収益合計 4,663 606

営業外費用   

 支払利息 - 38

 株式交付費 3,097 -

 上場準備費用 8,573 -

 為替差損 - 86,707

 営業外費用合計 11,671 86,745

経常利益又は経常損失（△） 99,249 △42,982

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

99,249 △42,982

法人税等 41,139 △6,759

四半期純利益又は四半期純損失（△） 58,110 △36,222

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） - △1,762

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

58,110 △34,460
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年 1月 1日
　至 平成27年 3月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年 1月 1日
　至 平成28年 3月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 58,110 △36,222

その他の包括利益   

 繰延ヘッジ損益 - 88

 為替換算調整勘定 1,954 △5,391

 その他の包括利益合計 1,954 △5,303

四半期包括利益 60,065 △41,525

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 60,065 △39,763

 非支配株主に係る四半期包括利益 - △1,762
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

　

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日　至　平成28年３月31日)

 
会計方針の変更

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する

方法に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会

計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反

映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表

示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度につ

いては、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年1月1日　至 平成28年3月31日)

税金費用の計算

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま

す。
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成 27年 1月 1日
至 平成 27年 3月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成 28年 1月 1日
至 平成 28年 3月31日)

減価償却費 12,566千円 14,476千円

のれんの償却額  ― 〃  3,546 〃
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成 27年 1月 1日　至 平成27年 3月31 日)

１. 配当金支払額

該当事項はありません。

 
２. 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

 当社は、平成27年３月26日付にて、公募による新株式の発行及び公募による自己株式の処分を行いました。こ

の結果、当第１四半期連結累計期間において、資本金および資本剰余金がそれぞれ150,696千円増加、自己株式が

46,821千円減少し、当第１四半期連結会計期間末において資本金が405,348千円、資本剰余金が453,830千円、自

己株式が△112千円となっております。

 
当第１四半期連結累計期間(自 平成 28年 1月 1日　至 平成28年 3月31 日)

１. 配当金支払額

該当事項はありません。

 
２. 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成27年1月1日 至 平成27年3月31日)

当社グループは、ソフトウエア事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成28年1月1日 至 平成28年3月31日)

当社グループは、ソフトウエア事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年 1月 1日
至 平成27年 3月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年 1月 1日
至 平成28年 3月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額（△）

37円 27銭 △18円 51銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）（千円）

58,110 △34,460

普通株主に帰属しない金額(千円) - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額
又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）(千
円)

58,110 △34,460

普通株式の期中平均株式数(株) 1,559,237 1,861,910

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 31円 95銭  
-

(算定上の基礎)   

四半期純利益調整額(千円) -
 
-

普通株式増加数 259,682
 
-

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

- -

 

(注)　当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年５月13日

株 式 会 社 s M e d i o

取 締 役 会　御 中

 

新日本有限責任監査法人
 
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　安　　斎　　裕　　二　　㊞
 
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　奥　　田　　穣　　司　　㊞
 
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社sMedio

の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年１月１日から平成28

年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年１月１日から平成28年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社sMedio及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
(注)１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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